
Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

4月23日 木 ○CDCが国内で豚由
来A型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞｳｲﾙ
ｽの人への感染事例
を報告
○厚生労働省内の健
康危機管理調整会議
で情報共有

4月24日 金 ○WHOがメキシコ、
米国におけるｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻﾞ様疾患の発生状
況を公表。

4月25日 土 ○情報の収集と都道
府県等や医療関係者
に対する情報
提供、流行地に渡航
される方々に注意喚
起、流行地から
の帰国される方への
対応、電話相談窓口
の設置等の対
応を実施。

○検疫所に「メキシコ・
米国におけるインエル
エンザ様疾患に対する
検疫対応及び発生に関
する出国者等への注意
喚起について」通知発
出。
（現段階では検疫感染
症ではないが、検疫対
応を強化（協力要請）し
たもの）

4月26日 日 ○第1回厚生労働省
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策
本部幹事会を開催
し、状況を確認

○検疫所に「メキシコ・
米国における豚インエ
ルエンザ(H1N1)に対す
る検疫対応について」通
知発出。
（検疫感染症とはなって
いないが、検疫対応を
強化（協力要請）したも
の）
○自治体に対し、通知
「メキシコに渡航してい
た者を対象とした都道
府県等による健康観察
の依頼」を発出し、メキ
シコに渡航していた者を
対象として、検疫所と都
道府県等が連携し、国
内で任意の健康観察を
開始。

危機管理連絡会議
（第１回）
豚インフルエンザ情
報連絡室
の設置

危機管理監（議
長）、広報室長、各
部の局長、各振興
局長、教育委員会
事務局各局長、警
察本部警備課長、
危機管理室長、難
病・感染症対策課
長、保健所長

○現状報告
○ＷＨＯの見解
○国・県の体制
○当面の対応
　・情報収集・共有
　・相談窓口の設置　等

豚インフルエンザ情
報連絡室
　担当者会議（第１
回）

危機管理室、広報
室、医務課、難病・
感染症対策課、薬
務課、畜産課

○情報の収集体制・提
供
○発熱相談センター・相
談窓口
○連休の体制
○タミフル・防御服　等

基本的対処方針基本的対処方針基本的対処方針基本的対処方針

フェーズ４フェーズ４フェーズ４フェーズ４

○成田検疫所から、最
初のアメリカ・カナダか
らの帰国者（4月28日
入国）の健康観察対象
者名簿のFAXが入る。

○国内サーベイランスの
強化を行うこととした。

○発熱相談センターと発熱
外来の設置の準備を行うこ
ととした。

○各保健所に発熱相談
センターの設置依頼（土・
日・休日も開設）

○ウイルス株を早急に
入手し、パンデミックワク
チンの製造に取り組むこ
ととした。

○WHOのフェーズ４
宣言
（継続的に人人への
感染がみられる状態
となった）
○内閣総理大臣を本
部長とする新型イン
フルエンザ対策本部
を設置、第1回会合で
「基本的対処方針」決
定。
○メキシコ、アメリカ、
カナダにおいて感染
症法の新型インフル
エンザ等感染症が発
生したことを、厚生労
働大臣が宣言。

○国内インフルエンザワ
クチン製造販売業者4社
に対して、医薬食品局長
通知「豚由来インフルエ
ンザ（H1N1)ワクチン生
産体制の準備等につい
て」を発出し、新型インフ
ルエンザワクチンを製造
する場合に備えて、生産
体制の準備等について
協力依頼。

月

4月28日

月日
曜
日

4月27日

火 ○各保健所に発熱相
談センターの設置依
頼（土・日・休日も開
設）
○「各保健所に「新型
インフルエンザに関す
るQ&Aについて」送付
○「当面の政府対処
方針（4月27日付け）」
を送付

○現状報告
○ＷＨＯの見解
○国・県の体制
○県の対応
　・県の行動計画による
対応
　・関係課室でのシミュ
レーション
　・治療薬の備蓄　等

知事（本部長）、副
知事、危機管理
監、福祉保健部
長、知事室長、各
部長、会計管理
者、議会事務局
長、教育長、県警
本部長、福祉保健
部技監、危機管理
室長、広報室長、
医務課長、難病・感
染症対策課長、薬
務課長、畜産課長

○豚ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策
に関する関係閣僚会
合」で当面の政府対
処方針申し合わせ

新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ
対策対策対策対策
本部会議本部会議本部会議本部会議
（第１回）（第１回）（第１回）（第１回）

新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ
対策対策対策対策
本部支部　会議本部支部　会議本部支部　会議本部支部　会議
（第１回）各支部（第１回）各支部（第１回）各支部（第１回）各支部

（和歌山市新型イン（和歌山市新型イン（和歌山市新型イン（和歌山市新型イン
フルエンザ警戒本部フルエンザ警戒本部フルエンザ警戒本部フルエンザ警戒本部
設置）設置）設置）設置）

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制

○豚インフルエンザに
係る相談窓口の設置
○「豚インフルエンザ
に係る相談窓口の設
置について」のホーム
ページの掲載
○県医師会・県病院
協会へ「豚インフルエ
ンザに係る相談等の
対応について」の協
力依頼を発出。

検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

○検疫所に「新型インフ
ルエンザ(H1N1)に対す
る検疫対応について」指
示（検疫感染症とした対
応開始）
（対象国をメキシコ・アメ
リカ（本土）・カナダとし
た。）

○電気・ガス・水道、食
料品・生活必需品等の
事業者に対する供給体
制の確認や注意喚起
を行うこととした。

○厚生労働省の通知
「メキシコに渡航してい
た者を対象とした都道
府県等による健康観察
の依頼」を各保健所に
通知。
　・本人の同意に基づ
き健康観察の実施。
　・1日朝夕2回の検温・
体調の変化の記録。
　・発熱等を認める時
には、本人が保健所に
電話等すること。
・期間はメキシコを出国
した日から10日間



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

4月29日 ○県ホームページの
更新

機
内
検
疫

○検疫所に「新型インフ
ルエンザ(豚インフルエ
ンザH1N1)に係る症例
定義について」通知。

○発熱相談センター相
談件数等調べについて

○発熱相談センター相
談件数等調べについ
て」により、相談件数の
報告開始

○「新型インフルエンザ
（豚インフルエH1N1）に係
る症例定義について」通
知発出。
（豚インフルエンザH1N1を
新型インフルエンザ等感
染症として位置付け、定
義を定めたもの）

○国内発生に備え、関係者
との情報共有や発熱外来の
設置など、医療体制の確保
の方針について、医療機関
向けに事務連絡を発出。

フェーズ5フェーズ5フェーズ5フェーズ5 新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ
対策対策対策対策
本部幹事会本部幹事会本部幹事会本部幹事会
（第１回）（第１回）（第１回）（第１回）

危機管理監（議
長）、福祉保健部
長、福祉保健部技
監、各部主管課
長、出納室長、議
会総務課長、教育
総務課長、県警警
備課長、危機管理
室長、総合防災課
長、消防保安課
長、広報室長、医
務課長、難病・感染
症対策課長、薬務
課長、畜産課長

○国内発生・県内発生
への対応準備
　・計画、マニュアルによ
る役割確認
○県民への情報提供と
注意喚起
○タミフルの予防投与
○マスクの備蓄
○広報担当官の設置

○県医師会長・県病院協
会長に「新型インフルエ
ンザに係る対応につい
て」において協力依頼を
行う。

○WHOフェーズ５に
引き上げ。
（地球単位の感染が
２カ国以上で起きて
おり、大流行直の兆
候があるとした）
○新型インフルエン
ザ対策本部幹事会を
開催し、「新型インフ
ルエンザ対策行動計
画」の弾力的運用を
決定（内閣官房長
官、厚生労働大臣出
席）

新型インフルエンザ
対策本部
　総合調整室会議
（第１回）

危機管理局長（室
長）を削除、危機管
理室長、総合防災
課長、消防保安課
長、広報室長、医
務課長、難病・感染
症対策課長、薬務
課長、畜産課長

○情報の共有と一元化
○マスクの確保
○抗インフルエンザ薬の
対応を福祉保健部で検
討開始
○県内の豚、今のところ
異常なし

基本的対処方針改基本的対処方針改基本的対処方針改基本的対処方針改
訂訂訂訂

○新型インフルエン
ザ対策本部第２回会
合で「基本的対処方
針」改訂
○新型インフルエン
ザ対策本部諮問委員
会の設置
○第１回専門家諮問
員会
　「病原性・感染力等
の評価」「基本的対処
方針に基づく諸施策
に関する評価」

5月2日 土 ○入国管理局で健康
カードを持っていない者
の確認（持っていない者
は検疫に戻す）を法務
省に要請、5日より実
施。

○国立感染症研究所から
全国の地方衛生研究所等
へのPCR検査用試薬（プ
ライマー・プローブ）の配
布、検査指針等の提供が
完了し、全国規模での診
断検査体制の構築。

○「感染症指定医療機関等
における人工呼吸器の保有
状況について（調査依頼）
（対策本部）」発出

5月3日 日 ○消防保安課から
「新型インフルエンザ
疑い事例の報告等に
ついて」の依頼文を各
保健所に通知

○結核感染症課から「疑
似症届け出窓口につい
て」連絡

○「疑似症届け出窓口に
ついて」について各保健所
に周知
・医師からの届け出への対
応
○新型インフルエンザの症
例定義について
・県医師会、県病院協会及
び各保健所に「まん延国の
定義（アメリカ、メキシコ、カ
ナダ）」を周知
○ＰＣＲ用試薬到着等の調
査のための「新型インフル
エンザの検査体制につい
て」を環境衛生研究セン
ターへ通知。

○抗インフルエンザウイル
ス薬の予防投与などの新型
インフルエンザの診療につ
いての考え方を取りまとめ、
医療機関向けに事務連絡を
発出。

○結核感染症課長発4月
29日付け「新型インフルエ
ンザ（豚インフルエH1N1）
に係る症例定義について」
通知を各保健所に通知。
　・豚インフルエンザH1N1
を感染症法の新型インフ
ルエンザ等感染症として位
置付けた。
　・症例定義を定めた（38
度以上の発熱又は急性呼
吸器症状、PCR等の検査。
感染可能期間は発症1日
前から発症後7日間の9日
間）

○事務連絡にてまん延国
の定義（アメリカ、メキシ
コ、カナダ）
○「疑い症例調査支援シ
ステム及び症例群サーベ
イランス体制立ち上げに
ついて」の事務連絡

○新型インフルエンザ積
極的疫学調査実施等につ
いて
「新型インフルエンザ積極
的疫学調査の実施要綱
（暫定版」）が示される。
「新型インフルエンザヒト
感染例に対する検査診断
（医療機関から地方衛生
研究センターへの流れ）」
が示される。
○神奈川県における新型
ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの疑いのある
患者についての情報提供

4月30日 木

金5月1日

○市町村相談窓口の
登録
○「新型インフルエン
ザに係る症例及び届
け出様式について」を
通知（FAX）

○大阪検疫所主催の
「メキシコ及びアメリカ
等における新型インフ
ルエンザに対する検
疫対応等の緊急会
議」が開催される（不
参加）
○厚生労働大臣や健
康局長から直接連絡
先報告
○発熱相談ｾﾝﾀｰに
ついてのラジオスポッ
ト（5月1日～5月22日
（計44回））

○基本的対処方針とし
て、ウイルス株を早急に
入手し、検査法の確立、
病原性等の解析及びパ
ンデミックワクチンの製
造に取り組むことを決
定。

○発熱相談センターと発熱
外来の設置準備

○「基本的対処方針」
において、国内で患者
が発生した場合に、ウ
イルスの特徴や感染拡
大の恐れに応じて、弾
力的、機動的に講じる
措置として、
・不要不急の外出自粛
の要請
・時差出勤や自転車・
徒歩等による通勤の要
請
・必要に応じ、学校・保
育施設等の臨時休業
の要請
・事業者に対し不要不
急の事業の縮小の要
請等について言及。

○各保健所に「神奈川県
における新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの
疑いのある患者について」
情報提供（FAX）
　・同一便の搭乗者等の相
談について発熱相談セン
ターおいて対応、必要に応
じ発熱外来で対応。

○関空検疫所から、帰
国者の健康観察対象
者名簿のFAXが入る。
（その後、対象者の名
簿が届く）

○国立感染症研究所か
らPCR検査用試薬（プラ
イマーー・ブローブ）の
提供及びそれに伴う検
疫所での検査体制の立
ち上げ。

○成田空港検疫所に防
衛省から医師・看護師
等の応援が始まる



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

5月4日 月 ○新型インフルエン
ザ対策に係る相談窓
口の公表

○各保健所に「積極的
疫学調査実施要綱」を
FAX。

○「新型インフルエンザの
診断検査のための検体送
付について」（事務連絡）
において、ウイルス遺伝
子検査（PCR検査）の精度
確認するため、地方衛生
研究所における検査と同
時に、国立感染症研究所
に検体を搬送し、確定検
査を行うこととした。

5月5日 火 ○新型インフルエンザ（豚
インフルエンザH1N1）の
症例定義について
事務連絡にてまん延国の
定義（アメリカ（本土）、メ
キシコ、カナダ）

○5月5日付け結核感染症
課長発「新型インフルエン
ザ検査のための検体の緊
急搬送に対する協力につ
いて」を各保健所及び環境
衛生研究センターへ通知
○各保健所、環境衛生研
究センターに「新型インフ
ルエンザの診断検査のた
めの検体送付について」を
周知
○「新型インフルエンザ検
査のための検体の緊急搬
送に対する協力について」
を各保健所に通知
・検体搬送時の県警の協
力について

5月6日 水 ○新型インフルエンザ対
策本部から「新型インフル
エンザの診断検査のため
の検体送付について」

5月7日 木 ○『「新型インフルエン
ザ(H1N1)に係る検査マ
ニュアル」の送付につい
て』通知発出。（検体送
付、検査の実施につい
ては当マニュアルを参
考とするよう連絡したも
の。）
○「新型インフルエンザ
に対する検疫の強化に
ついて（依頼）」通知発
出。（国土交通省航空
局あて、健康状態質問
票等の検疫の強化への
協力要請したもの。）
○検疫所のみ検査結果
での判定の確定を開
始。

○各保健所に国立感染症
研究所から発出された「新
型インフルエンザウイルス
検査対応指針と検体搬送
ガイドライン（5月3日暫定
版）」の通知
○新型インフルエンザ（豚
インフルエンザH1N1）の症
例定義について
　・事務連絡にてまん延国
の定義でアメリカは本土を
指す。

○「新型インフルエンザ
の診療等に関する情報
（抗インフルエンザ薬の
予防投与の考え方等）に
ついて（5月3日　対策本
部）」を各保健所・県医師
会・県病院協会・医大・日
赤等に通知

5月8日 金 ○通知「新型インフルエ
ンザ対策における都道
府県等による健康監視
について」発出し、新型
インフルエンザがまん延
している国又は地域（5
月7日現在メキシコ、ア
メリカ（本土）、カナダ）に
渡航していた者につい
て、検疫所と都道府県
等が連携し、国内で法
に基づく健康監視を行う
こととした。

○湯浅保健所管にお
ける帰国者が疑い例
（日高病院でインフル
エンザ陰性）

○「新型イフルエンザ
関連個人防護具保有
状況について」
・厚生労働省にマスク
等の在庫状況調査結
果を報告

○感染症指定医療機関
に関する緊急調査報告
・感染症指定医療機関の
陰圧病床

検疫で初の捕捉検疫で初の捕捉検疫で初の捕捉検疫で初の捕捉 新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ
対策対策対策対策
本部幹事会本部幹事会本部幹事会本部幹事会
（第２回）（第２回）（第２回）（第２回）

危機管理監（議
長）、福祉保健部技
監、各部主管課
長、出納室長、議
会総務課長、教育
総務課長、県警警
備課長、危機管理
室長、総合防災課
長、消防保安課
長、広報室長、医
務課長、難病・感染
症対策課長、薬務
課長、畜産課長

○感染者が搭乗してい
た飛行機に県内関係者
なし
○国の基本的対処方針
の確認
○国内発生、県内発生
への対応準備
　・県行動計画（第２段
階）の弾力運用の確認
○各部等の取組状況の
確認　等

○米国から成田へ8日
に到着した3名につい
て、新型インフルエンザ
に感染していることを確
認。（隔離：3名、停留49
名）

橋本保健所管内疑い
例（橋本市民病院で陰
性）

○症例定義及び届出様式
の改定（第1回改定）・届
出時に、疫学的な要件に
ついて十分確認するよう
医療機関と保健所が相談
することを明文化した。

○検疫において最初
の感染患者を確認
○第２回厚生労働省
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策
本部幹事会を開催
し、国内発生に当た
らないので、現状の
警戒体制継続を決定

5月9日 土



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

5月10日 日 ○成田で確定者4例目
（停留中の同行者の1
名）

○5月9日付け結核感
染症課｛新型インフル
エンザ患者の発生に係
る対応について」を各
保健所長等に通知
・機内検疫で患者が確
認されたことにより、国
内発生に備えた体制整
備

○「症例定義及び届出様
式の改定について（5月9日
付け結核感染症課長）」を
県医師会・県病医協会・医
大・日赤・保健所へ通知

○「新型インフルエンザ患者
の入院診療を行う医療機関
の受け入れ可能病床数の
報告について」が発出

5月11日 月 ○渡航者の健康観察
について
・保健所対応用（英語
版・中華民国版・中華
人民共和国版）を各保
健所へ送付

○各保健所に「タミフル・
リレンザ服用時の注意に
ついての説明文送付」

5月12日 火 ○5月8日付け国通知
の「新型インフルエンザ
対策における都道府県
等による健康監視につ
いて」を各保健所に通
知。
　・新型インフルエンザ
がまん延している国又
は地域（5月7日現在メ
キシコ、アメリカ（本
土）、カナダ）
　・渡航していた者につ
いて、検疫所と都道府
県等が連携し、国内で
法に基づく健康監視を
行う。

○「新型インフルエンザの
症例定義等の改定に係る
問い合わせについて（5月
12日付け　結核感染症課
長）」を県医師会・県病医
協会・医大・日赤・保健所
へ通知
・疑似症患者の届け出扱
い等について

○発熱外来設置設置箇所
数の公表

○発熱外来設置箇所数：
12医療機関
○型インフルエンザ発熱
外来設置に係る手数料
の免除について（5月11
日付け医務課長）」を各
保健所に通知

5月13日 水 ○新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対
策本部専門家諮問委
員会を報告し、停留
に関する報告の公表
（季節性ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞと
類似、基礎疾患のあ
る方が重篤化）

○第2回専門家諮問委
員会開催「停留に関す
る報告」
停留期間及び健康監視
等の期間を変更（10日
間から7日間に短縮）。

○症例定義及び届出様式
の改定（第2回改定）・感
染可能期間を10日間から
7日間に修正

○「新型インフルエンザに
係る症例定義及び届け出
様式再改定について（5月
13日付け　結核感染症課
長）」を県医師会・県病医
協会・医大・日赤・保健所
へ通知
・感染可能期間を10日間
から7日間に修正

5月14日 木 ○5月13日付け「新型
インフルエンザ対策に
おける都道府県等によ
る健康監視について」
を各保健所に通知
　・停留期間及び健康
監視等の期間を変更
（新型インフルエンザが
まん延している国又は
地域を出国した日から
7日間に短縮）

○「新型インフルエンザ
患者の入院診療を行う医
療機関の受け入れ可能
病床数の報告について」
により報告
・19医療機関（209床）
○「感染症指定医療機関
等における人工呼吸器
の保有状況について（調
査依頼）」による報告
・全保有台数271台（内新
生児用32台）

5月15日 金 ○第３回専門家専門
委員会「基本的対処
方針の実施につい
て」

確認事項確認事項確認事項確認事項

国内最初の患者確国内最初の患者確国内最初の患者確国内最初の患者確
認（神戸市）認（神戸市）認（神戸市）認（神戸市）

○神戸市に担当官を
派遣
○中学校及び高等学
校の臨時休業に限り、
休校措置を兵庫県及
び大阪府の全域で行っ
た。

○「新型インフルエンザの
サーベイランスの強化に
ついて」を発出

○当面の措置として、ウ
イルスの病原性等の解
析及びパンデミックワク
チンの開発に取り組むこ
とが確認。

○兵庫県神戸市で国
内最初の新型ｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻﾞ患者の発生を確
認
○新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対
策本部幹事会で、基
本的対処方針を踏ま
えて当面講ずべき措
置の具体的内容を定
めた「確認事項」を決
定
○第４回専門家諮問
委員会「基本的対処
方針の実施につい
て」
○第３回厚生労働省
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策
本部幹事会を開催
し、「行動計画」の第
２段階：国内発生早
期を宣言

新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ
対策対策対策対策
本部会議本部会議本部会議本部会議
（第２回）（第２回）（第２回）（第２回）

知事（本部長）、副
知事、危機管理
監、福祉保健部
長、知事室長、各
部長、会計管理
者、議会事務局
長、教育長、県警
本部長、福祉保健
部技監、危機管理
室長、広報室長、
医務課長、難病・感
染症対策課長、薬
務課長、畜産課長

※現状についての共通
認識を図るとともに、以
下の事項を確認し、県内
発生に備えて万全の体
制を整える。
○迅速かつ正確な情報
収集と県民への適切な
情報提供
○感染者の適切な治療
と重症化防止
○発熱外来の確保
○24時間発熱相談窓口
の整備
○地域・学校における感
染拡大防止
○個人が取り組むべき
感染防止策
○職員の出張
○イベント

○新型インフルエン
ザに係る「基本的対
処方針」の確認事項
等についてを各保健
所・県医師会・県病院
協会へ周知

○発熱相談センター窓口
の24時間対応の開始
○「新型インフルエンザ
対策に係る発熱外来の
設置及び運用の開始に
ついて」を通知
・5月16日運用の開始

○「新型インフルエンザの
サーベイランスの強化につ
いて（5月16日付け　対策
本部）」を各保健所・県医
師会・県病院協会・医大・
日赤へ発送
・集団内で続発している場
合、重症のインフルエンザ
が発生している場合の報
告
○「新型インフルエンザ対
策本部幹事会「確認事項」
における感染拡大防止措
置を図るための地域につ
いて（5月16日付け）」を各
保健所に通知（FAX）
・患者や濃厚接触者が活
動した地域等の範囲

5月16日 土 ○国内での患者発生に対応
した発熱外来の設置等の医
療体制の整備、患者の発生
した地域における感染防止
策の実施。

○5月9日に新型インフ
ルエンザと確定した3名
のうち1名の隔離を解
除。
○停留中の48名のうち
47名の停留を解除。



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

5月17日 日 ○5月９，10日に新型イ
ンフルエンザと確認され
た計4名のうち2名を隔
離解除。
○停留者1名の停留を
解除（停留者全員解除
となる。）

○全国都道府県教育
委員会連合会から「新
型インフルエンザ対策
に関する緊急要望」を
発出
・（兵庫県、神戸市を挙
げた対応方針が、マス
コミ等で大きく取り上げ
られ風評被害へ繋がっ
ていることから）、発生
地域の風評被害防止
を踏まえた対応
・県民への正しい知識
の普及

○「新型インフルエンザ
に係る健康調査等の
実施について（健康体
育課）」を各県立学校
に通知

5月18日 月 ○新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対
策本部第３回会合開
催

○地方衛生研究所で確定
で判明した検査結果を
もって確定診断とすること
とした。

○県医師会が「新型イン
フルエンザの第2段階に
おける対応について」を
会員に周知した旨、県に
情報提供がされる。

5月19日 火 ○5月9日に新型インフ
ルエンザと確認された3
名のうち最後の1名を隔
離解除。

○「新型インフルエンザ患
者の確定診断について（5
月18日付け　結核感染症
課）」を通知
・地方衛生研究所で確定
で判明した検査結果をもっ
て確定診断とすること。

○５月１９日までに神戸市に
おいて確定例となった患者
は４３例となり、神戸市内に
おける入院措置も限界と
なった。このため、同日、神
戸市は全ての医療機関で発
熱患者を診療することとし
た。

○5月13日にまとめられ
たWHO・SAGE（ワクチン
諮問会議）の報告書に
おいては、
・現段階では、H1N1ワク
チンは1価が望ましい。
・H1N1ワクチンの種株の
製造業者への分与は6
月、大規模な生産開始
は7月中旬以降になる見
通し
・ただちにH1N1ワクチン
の商業ベースの生産に
ついて勧告を行うのは時
期尚早であることなどの
方針が示された。

5月20日 水 ○「インフルエンザ迅速
診断キットにおいてＡ型
及びＢ型が陰性となっ
た有症者の取り扱いに
ついて」通知発出（迅速
診断キットにおいてＡ型
及びB型が陰性となった
有症者については、リー
フレットを手交するよう
指示したもの）

○「新型インフルエンザ対
策本部幹事会「確認事項」
における感染拡大防止措
置を図るための地域につ
いて(第5版）（5月20日付
け）」を各保健所に通知
（FAX）

5月21日 木 ○第５回専門家諮問
委員会「基本的対処
方針の改正案等につ
いて」

○資料提供「和歌山
県新型インフルエン
ザ対策本部からのお
知らせ」を開始
・相談件数
・ＰＣＲ検査実施状況
・学校等の休校
・イベント等の中止
・その他

○米国より成田へ到着
した1名の有症者が新
型インフルエンザと確認
される。（検疫結果は22
日判明。隔離：1名、停
留（22日解除）：11名）

○「新型インフルエンザに関
する院内感染対策の徹底に
ついて（対策本部）」を発出

基本的対処方針改訂
「医療の確保、検疫、
学校・保育施設等の
臨時休業の要請等に
関する運用指針」策
定

　 ○「新型インフルエンザに
係る症例定義及び届出様
式の再改定（5月22日付け
結核感染症課）」を各保健
所・県医師会・県病院協
会・医大・日赤へ通知

○新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対
策本部第４回会合で
「基本的対処方針」改
訂
○「医療の確保、検
疫、学校・保育施設
等の臨時休業の要請
等に関する運用指
針」を策定
　（地域を大きく２つ
のグループに分け
（感染拡大防止地
域、重症化防止、重
点地域）、全国一律
に対応するのではな
く、地域の実情に応じ
た対策を実施可能と
した）

○「新型インフルエンザ
に関する院内感染対策
の徹底について（5月21
日付け　対策本部）」を各
保健所・県医師会・県病
院協会・医大･日赤に通
知

○健康づくり推進課から
「新型インフルエンザに
係る発熱咳荒いの受診
時における被保険者資
格証明書の取り扱い」を
関係機関に通知

○「新型インフルエン
ザに係る「基本的対
処方針」について（5
月22日　対策本
部）」・「医療の確保、
検疫、学校・保育施設
等の臨時休業の要請
等に関する運用指
針」・「基本的対処方
針等のＱ＆Ａ」を各保
健所・県医師会・県病
院協会・医大･日赤に
通知
○県ホームページ
へ、外国語に対応し
た注意点等追加

金5月22日 【患者発生が少数である地
域】
・インフルエンザ様症状が見
られた場合には、まずは、発
熱相談センターに電話で相
談し、その後、指示された発
熱外来を受診するよう求め
た。
・感染が確定した患者につ
いては入院措置とし、その
濃厚接触者に対しては抗イ
ンフルエンザウイルス薬を
予防投与するとともに、外出
自粛への協力を要請した。
【急速な患者数の増加が見
られる地域】
・発熱外来の医療機関数を
増やすとともに、対応可能な
一般の医療機関においても
診療を行うこととした。感染
が確定した患者について
は、原則として自宅療養とす
るが、基礎疾患を有する者
等は初期症状が軽微であっ
ても優先して入院治療を行
う。

○症例定義及び届出様式
の改定（第3回改定）
・渡航歴・滞在歴をはず
し、「疑うに足りる正当な
理由」（疫学的な関連等）
に、「感染が報告されてい
る地域（国内外）への渡航
歴・滞在歴」の要件を含め
る。
○「インフルエンザ施設別
発生状況に係る調査につ
いて」（結核感染症課長通
知）において、従来行って
いた休校調査について、
感染状況を踏まえ高等学
校を対象施設に追加。

○学校閉鎖について下
記のように変更。
【患者発生が少数であ
る地域】
・「市区町村の一部又
は全部、場合によって
は都道府県の全部で
臨時休業」

【急速な患者数の増加
が見られる地域】
・「当該学校・保育施設
等について、その措置
者等の判断により臨時
休業を行う。つまり、季
節性インフルエンザと
同様の対応となる。」

○「新型インフルエンザ
にかかる検疫対応につ
いて」通知発出（検疫対
応を変更）
○「新型インフルエンザ
対策における健康監視
の実施について（依
頼）」（隔離措置の継
続。停留措置の中止等
の検疫体制の変更）
○新たな方針におい
て、原則として機内検疫
からブース検疫によるこ
ととし、検疫前の通報に
おいて有症者がいる場
合は、状況に応じ、機内
検疫を行うこととした。ま
た、濃厚接触者につい
ては、停留を行わず、外
出自粛等のより慎重な
健康監視とするととも
に、患者の同乗者及び
まん延国への渡航者に
ついては、発熱や急性
呼吸器症状等を生じた
場合には、発熱相談セ
ンターへの連絡を徹底
する。

○5月22日付け「新型
インフルエンザにかか
る検疫対応について」
を各保健所に通知
　・検疫所からの健康
監視対象者リストの送
付は、患者の濃厚接触
者に変更
　・健康監視対象者で
健康観察期間が残って
いる方への対応

県立保健所の健康監視対象者
は、22日時点で189名



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

5月23日 土

5月24日 日 ○[県庁だより]で放送開
始

○「新型インフルエンザに
係る症例定義及び届出様
式の再改定に係る参考資
料（5月24日付け　結核感
染症課）」を各保健所・県
医師会・県病院協会・医
大・日赤へ通知

5月25日 月

WHOによるワクチン推WHOによるワクチン推WHOによるワクチン推WHOによるワクチン推
奨株決定奨株決定奨株決定奨株決定

○WHOは新型インフル
エンザワクチン製造株と
して
A/Califomia/7/2009(H1
N1)ｖ　like　virusを推奨。

和歌山市において県和歌山市において県和歌山市において県和歌山市において県
内最初の患者発生内最初の患者発生内最初の患者発生内最初の患者発生

（和歌山市対策本部
設置）
和歌山市新型インフ
ルエンザ
対策本部会議
（第１回）

県内初の新型インフル
エンザの感染確認を受
けて、対策本部会議で
の決定事項
○感染者、接触者のフォ
ローの徹底
○行事、イベントの自粛
については、現地点にお
いては要請しない。
○学校、幼稚園、保育
所、福祉施設等の臨時
休業については、感染
者の行動が限定的であ
るなどのことから、現地
点では行わない。
○窓口等市民と接する
職員はマスクを着用
○市の図書館、市民会
館等は、通常どおり開館

○和歌山市において
県内第1号の患者発
生（県内第1号を加え
て、全国の累計患者
数は352名）
・ハワイからの帰国
・38.4度、全身倦怠
感、院頭痛

新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ
対策対策対策対策
本部会議本部会議本部会議本部会議
（第３回）（第３回）（第３回）（第３回）

知事（本部長）、副
知事、危機管理
監、福祉保健部
長、知事室長、各
部長、会計管理
者、議会事務局
長、教育長、県警
本部長、福祉保健
部技監、危機管理
室長、広報室長、
医務課長、難病・感
染症対策課長、薬
務課長、畜産課長

○学校等の休業やイベ
ントの自粛等の措置は
必要ない。ただし、学校・
関係機関には、感染予
防策や健康管理等の徹
底を要請する。
○県民の皆さんには正
確な情報を提供するの
で、冷静な対応をお願
い。
○感染防止のため、手
洗い、うがいの励行等の
注意喚起

5月28日 木 ○「新型インフルエンザに
おける病原性サーベイラ
ンスについて」を発出し、
新型インフルエンザの検
査について、地域の状況
に応じ可能な限り実施す
るように依頼。

○「退院に関する基準の
考え方について（5月27
日付け　結核感染症
課）」を各保健所・県医師
会・県病院協会・協力入
院医療機関に通知。

5月29日 金
5月30日 土 ○オーストラリアからワ

クチン製造候補株到着

5月31日 日

○「新型インフルエンザ
に係る「基本的対処方
針」に伴う関連連絡に
ついて」を各保健所・県
医師会・県病院協会・
医大･日赤に通知
・5月22日付け　対策本
部事務連絡で通知の
あった、①新型インフル
エンザ感染者の増加に
伴う医療機関における
外来診療について、発
熱外来の医療機関を増
やすこと、発熱外来以
外の医療機関へ受診し
た場合の院内感染対
策等②新型インフルエ
ンザ患者の入院等の取
り扱いについて、原則と
した感染症指定医療機
関に、増加した場合に
は一般医療機関でも対
応等、③重症化しやす
い基礎疾患を有する者
等について、④ファクシ
ミリ等による抗インフル
エンザウイルス薬等の
処方せんの取扱につい
て

5月26日 火

5月27日 水



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

6月1日 月 ○抗インフルエンザウイル
ス薬リレンザの有効期限の
延長について、本年6月製
造分から7年間に延長する

6月2日 火 ○近畿ブロック知事
会から「新型インフル
エンザ対策について
の緊急提言」

○厚生労働省都道府県別
の発熱外来設置状況を公表

○和歌山県　設置箇所
数　20箇所
○「新型インフルエンザ
の診療等に関する情報
（抗インフルエンザ薬の
予防投与の考え方等）に
ついて（5月3日　対策本
部）」に係るQ&Aについ
て」を各保健所・県医師
会・県病院協会・医大・日
赤等

○アメリカ（CDC)からワ
クチン製造候補株到着

6月3日 水 ○「医療機関における新
型インフルエンザ感染対
策について（6月2日付け
対策本部）」を各保健所・
県医師会・県病院協会・
医大･日赤に通知
・サージカルマスクの着
用等

6月4日 木
6月5日 金 ○発熱相談センター相談

窓口24時間対応を留守
番電話対応に変更

6月6日 土
6月7日 日
6月8日 月 ○季節性インフルエ

ンザワクチン株の決
定

○国内メーカーに2種類
のワクチン製造候補株
の分与

6月9日 火
6月10日 水 ○「新型インフルエンザの

早期探知等にかかるサー
ベイランスについて（依
頼）」「インフルエンザウイ
ルスにかかる原体サーベ
イランスの強化と調査に
ついて（依頼）」事務連絡
を発出し、以下に対して新
型インフルエンザのPCR
検査を行うよう依頼。
・同一集団内で入院した
患者
・インフルエンザで入院し
た患者
・病原体定点医療機関を
受診したインフルエンザ患
者（季節性インフルエンザ
もあわせて検査）

6月11日 木
フェーズ６
○WHOフェーズ６に
引き上げ
　（感染状況について
異なる複数の地域
（大陸）の国において
地域（コミュニティ）で
の持続的な感染が認
められるとして、WHO
フェーズ分類を６とし
て、世界的な蔓延状
況にあると宣言した）

6月13日 土
6月14日 日
6月15日 月 ○第６回専門家諮問

委員会「運用方針の
見直しについて」

6月16日 火 ○第７回専門家諮問
委員会「運用方針の
見直しについて」

6月17日 水 ○第８回専門家諮問
委員会「運用方針の
見直しについて」

6月18日 木
感染拡大防止から感染拡大防止から感染拡大防止から感染拡大防止から
重症化予防重視に重症化予防重視に重症化予防重視に重症化予防重視に
体制を変更体制を変更体制を変更体制を変更
運用指針改定運用指針改定運用指針改定運用指針改定

患者の一律の入院措置を中
止
全ての医療機関で診療

○「医療の確保、検
疫、学校・保育施設
等の臨時休業の要請
等に関する運用指
針」の改訂
　　・秋冬に向け、国
内での患者数の大幅
な増加が起きることも
想定し、社会的混乱
を最小限とするため
の体制整備に重点シ
フト
　　・原則自宅療養、
重症患者のための病
床確保（地域のグ
ループ分けは廃止）

○原則として全ての一般医療
機関において診療を行うことと
した。
○入院措置については実施
せず、軽症者は原則として自
宅療養とするが、重症患者に
ついては、感染症指定医療機
関以外の一般入院医療機関
においても入院を受け入れる
こととした。
○患者の濃厚接種者に対して
は、外出自粛など感染拡大防
止行動の重要性をよく説明し
協力を求めるとともに、一定期
間に発熱等の症状が出現した
場合、保健所への連絡を要請
した。
○抗インフルエンザウイルス
薬の予防投与については、基
礎疾患を有する者等で感染を
強く疑われる場合に医師の版
により行う

○「新型インフルエンザの
早期探知等にかかるサー
ベイランスについて（依
頼）」「インフルエンザウイ
ルスにかかる原体サーベ
イランスの強化と調査につ
いて（依頼）」調査結果を厚
生労働省に回答

○WHOの方針や専門家
諮問委員会の意見を踏
まえ、6月19日に、季節
性インフルエンザワクチ
ンから新型インフルエン
ザワクチンへの製造を切
り替える製造方針を決定
した。
・季節性インフルエンザ
ワクチンの生産量を昨年
製造実績の8割とする。
・7月中旬以降各メー
カーにおいて順次H1N1
ワクチン製造を開始。

○検疫については患者
の隔離等の強制措置か
ら全入国者に対する注
意喚起を中心とする対
応に移行（隔離措置、質
問票回収の中止。同一
旅程の集団から複数の
有症者が認められた場
合のみPCRを実施。）

金6月19日

金6月12日

○学校の臨時休業に
ついて下記の様に変更
した。
・「都道府県等は当該
学校・保育施設等の措
置等に対し、必要に応
じ臨時休業を要請す
る。
なお、感染拡大防止の
ため特に必要であると
判断した場合は、都道
府県等は、患者発生し
ていない学校・保育施
設等を含めた広域での
臨時休業の要請を行う
ことは可能」
○基礎疾患を有する者
等へ感染防止策を強
化



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

6月20日 土
6月21日 日
6月22日 月
6月23日 火 ○県内私立高校に通

学する大阪府在住高
校生が発症

6月24日 水 ○新型インフルエン
ザ24時間対応窓口の
ナビダイアルシステム
の運用開始
・県内から国に問いあ
わせがあった場合
に、各保健所等に割
り振る対応。

6月25日 木 ○奈良県で、かつら
ぎ町出身大学生発症
○橋本市で県内発生
2人目感染者発生

○運用指針を踏まえ、
「新型インフルエンザ国
内発生時における積極
的疫学調査について」
において、すべての患
者からクラスターを中
心とした疫学調査や、
これまでの知見を踏ま
えたPPE（サージカルマ
スク等）へ変更

○運用指針を踏まえ、「今
後のサーベイランス体制
について」（事務連絡）を
発出、クラスターサーベイ
ランス、インフルエンザ様
疾患発生報告、ウイルス
サーベイランス、インフル
エンザ入院サーベイラン
ス、インフルエンザサーベ
イランスについて考え方
及び実施方法を提示。ク
ラスターサーベイランスに
おいては、学校、社会福
祉施設から保健所へ発生
の連絡を依頼。これより、
6月10日発出事務連絡
は、廃止。

6月26日 金 ○ワクチンの国内生産
量の試算を発表
・季節性と同等の増殖性
と仮定した場合、12月末
までに5,080万ﾄﾞｰｽﾞ（1ml
ﾊﾞｲｱﾙ2,540万本）

6月27日 土 ○和歌山市内で2名
の感染者発生（県内4
人目）

6月28日 日
6月29日 月 ○田辺市で米国から

帰国者の感染確認
（県内5人目）

6月30日 火 ○保健所担当者会議にて
「新型インフルエンザの早
期探知等にかかるサーベ
イランスについて（依頼）」
「インフルエンザウイルス
にかかる原体サーベイラン
スの強化と調査について」
周知
○「ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞｳｲﾙｽに係る
病原体サーベランスの強
化と調査について（｢6月10
日付け　対策本部）」を各
保健所・県医師会・県病院
協会・病原体定点等に通
知
○「新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻの早期
探知等に係るサーベランス
について（｢6月10日付け
対策本部）」を各保健所・
県医師会・県病院協会・定
点医療機関等に通知

7月1日 水
7月2日 木
7月3日 金 ○新型インフルエンザ

感染患者発生等状況
について（消防庁救急
企画室）7月3日12：00
現時の状況公表

○和歌山県搬送人員
及び出動件数とも1件

7月4日 土 ○大阪府の高校に通
学する高校生等の感
染確認（和歌山市６・
日高郡１）（県内12人
目）

7月5日 日 ○和歌山市で感染確
認（県内1３人目）

○紀の川市で1名感
染確認（県内14人
目）

我が国におけるワクチ我が国におけるワクチ我が国におけるワクチ我が国におけるワクチ
ン株決定ン株決定ン株決定ン株決定

○「平成21年度新型イン
フルエンザA(H1N1)ウイ
ルスに対するワクチン製
造株の決定について（通
知）が発出され、関係団
体等に対し、製造株「A/
ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ
/7/2009(H1N1)pdm（xｰ
179A）の通知が行われ
た。

7月6日 月



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

7月7日 火 ○2名感染確認（和歌
山市１・日高郡１）（県
内16人目）

7月8日 水 ○1名感染確認（和歌
山市）（県内17人目）

7月9日 木
7月10日 金 ○舛添厚生労働大臣

と近畿府県市長との
意見交換会

○1名感染確認（海南
市）（県内18人目）

○桝添大臣が記者会見
で輸入を検討する旨の
発言
・「仮に高齢者を接種対
象者とした場合6300万
人程度。年明け3月頃ま
でには国内分で3000万
人分くらい最終的には製
造できるようになるだろう
から、残り2000万人分く
らい海外から輸入できれ
ばと思っている。いずれ
も専門家に聞きなが
ら。」

7月11日 土 ○1名感染確認（海南
市）（県内19人目）

7月12日 日
7月13日 月 ○２名感染確認（和

歌山市１・橋本市１）
（県内21人目）

○WHO・ＳＥＧＥ（ワクチ
ン諮問会議）は、全ての
国は基本的な医療基盤
を確保するため、第一優
先として医療従事者に接
種すべきであるとの勧告
を行ったが、優先接種対
象者については対象グ
ループを示すに留まっ
た。

7月14日 火 ○1名感染確認（御坊
市１）（県内22人目）

○「新型インフルエンザ
A/（H1N1)ワクチンの生
産開始について（依頼）」
により、製造販売業者に
対し、生産体制が整い次
第、速やかに新型インフ
ルエンザワクチンの生産
を開始するよう依頼。

7月15日 水
7月16日 木 ○1名感染確認（和歌

山市）（県内23人目）

7月17日 金 ○２名感染確認（和
歌山市２）（県内25人
目）

7月18日 土 ○1名感染確認（和歌
山市）（県内26人目）

7月19日 日 ○２名感染確認（和
歌山市２）（県内2８人
目）

7月20日 月 ○３名感染確認（田
辺市１・海南市・岩出
市各１）（県内31人
目）

7月21日 火 ○14名感染確認（田
辺市8・新宮市１・白
浜、みなべ、上富田、
印南町各１・和歌山
市１）（県内45人目）

7月22日 水 ○２０名感染確認（田
辺市11・新宮市１・白
浜町１・みなべ町１・
上富田町２・美浜町
１・和歌山市３）（県内
65人目）

○症例定義及び届出様式
の改定（第4回改定）
これより、これまでの通知
及び、症例定義に関わる
事務連絡を全て廃止。集
団発生の把握。積極的疫
学調査の把握について提
示。
○「新型インフルエンザ
(A/H1N1）の国内発生時
における積極的疫学調査
実施要綱の改定について
（7月22日付け　対策本
部）」
・潜伏期間を最大でも7日
に変更
・感染経路をヒトからヒト
（動物からを削除）
・最低限のPPEはサージカ
ルマスク及び手袋



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

7月23日 木 ○「感染症法施行規
則の一部改正につい
て」各保健所に情報
提供
・7月24日施行
・集団的に発生してい
る場合等以外は医師
の届け出を要しない
・クラスターサーベイ
ランスを中心とした体
制
・ＰＣＲ検査は必要時
のみ実施

○２9名感染確認（田
辺市16・新宮市１・御
坊市１・白浜町6・み
なべ町２・上富田町
２・印南町１・日高川
町１・和歌山市２）（県
内94人目）

全数把握中止全数把握中止全数把握中止全数把握中止
○「新型インフルエンザ
（A/Ｈ１Ｎ１）に係る今後の
サーベイランス体制につ
いて」を発出し、６月10日
発出事務連絡を廃止。全
数把握の中止にあわせ、
従前のクラスターサーベイ
ランス等を継続するととも
に、より迅速な情報収集
や対応が必要となる場合
（大規模な集団発生や重
篤な入院患者等）につい
て事務局への速やかな連
絡や、ｉNESIDの活用につ
いて依頼。その他、地域
の発生状況や検査体制に
応じたウイルス検査の実
施するよう依頼。（クラス
ターサーベイランスにて入
院患者を、ＰＣＲ検査を実
施するよう依頼）

7月25日 土
7月26日 日
7月27日 月
7月28日 火 ○「感染症の予防及

び感染症の患者に対
する医療に関する法
律施行規則の一部を
改正する省令につい
て（7月22日付け　結
核感染症課長）」を各
保健所・県医師会・県
病院協会・医大･日赤
に通知

7月29日 水 ○「医療の確保、検
疫、学校・保育施設
等の臨時休業の要請
に関する運用指針」
（国）の改正と「感染
症法施行規則の一部
改正」

新型インフルエンザ
対策
本部幹事会
（第３回）

危機管理監（議
長）、福祉保健部
長、福祉保健部技
監、各部主管課
長、出納室長、議
会総務課長、教育
総務課長、県警警
備課長、福祉保健
部技監、危機管理
室長、総合防災課
長、消防保安課
長、広報室長、医
務課長、難病・感染
症対策課長、薬務
課長、畜産課長

○「本県の新型インフル
エンザに係る当面の対
応方針」を定める。
・発熱相談センターと相
談窓口は、自宅での療
養生活が不安な方や受
診方法が分からない方
などの相談受付に変更
・外来診療は、原則、一
般医療機関で行う。
・重症患者は、一般医療
機関においても受け入
れる。

○発熱相談センター
及び相談窓口
・役割機能の変更
・原則保健所等の開
設時間帯での対応
・時間外については、
緊急医療情報セン
ターで対応を開始

7月30日 木 ○意見交換会を開催【非
公開】
・ワクチンの量が限られ
る中、優先接種対象者を
決めることには合意され
たが、対象者については
様々な意見があった。
・輸入については、危機
管理のために輸入する
必要がある、という意見
があるが一方で、接種対
象者の議論をする前に
緊急で輸入する必要性
や安全性を懸念する意
見があった。

○「医療機関の職員にお
ける新型インフルエンザ
感染対策の徹底につい
て」を医務課から医療機
関へ周知
・医療機関職員間の感染
が疑われる事例発生に
伴い国からの通知

感染症法省令改正に
より全数把握を中止

7月24日 金



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

7月31日 金 ○近畿府県市新型イ
ンフルエンザ対策担
当者会議

○発熱相談センター相
談件数等調べについて
終了

○「一般医療機関のため
の新型インフルエンザ診
療の手引き」策定し、各
保健所・県医師会・県病
院協会に通知

8月1日 土 ○医療体制の変更
　・院内感染対策を講じ
たうえ、原則として全ての
一般医療機関において
外来診療の実施。
　・原則として自宅療養と
し、重症化のおそれがあ
る者等については必要に
応じ入院治療を行う。

8月2日 日
8月3日 月 ○第９回専門家諮問

委員会「新型インフル
エンザワクチンの確
保について」

○第9回専門家諮問委
員会開催【非公開】
・接種対象者について
は、医療従事者や妊婦、
基礎疾患を有する者、小
児などへの接種の必要
性が言及された。
・輸入については、更な
る情報収集・提供したう
えで、必要性を検討する
方針が示された。

8月4日 火
8月5日 水
8月6日 木
8月7日 金
8月8日 土
8月9日 日
8月10日 月
8月11日 火
8月12日 水
8月13日 木 ○感染症法施行規則第3

条第3号に規定する報告期
間の考え方の周知

8月14日 金
国内最初の死亡者国内最初の死亡者国内最初の死亡者国内最初の死亡者
を確認を確認を確認を確認

・その後も、基礎疾患
を有する者の死亡や
小児の脳症や肺炎に
よる重症例が、流行
が拡大している地域
を中心に報告される
ようになった。

8月16日 日
8月17日 月
8月18日 火

国内流行入り国内流行入り国内流行入り国内流行入り

○第33週（8/10～
16）に定点医療機関
あたりの患者数の全
国平均が1.69。
○新型インフルエン
ザの流行入りを宣
言。

8月20日 木 新型インフルエンザ
対策
本部幹事会
（第４回）

危機管理監（議
長）、福祉保健部
長、福祉保健部技
監、各部主管課
長、出納室長、議
会総務課長、教育
総務課長、県警警
備課長、福祉保健
部技監、危機管理
室長、総合防災課
長、消防保安課
長、広報室長、医
務課長、難病・感染
症対策課長、薬務
課長、畜産課長

○国内・県内の感染状
況
○「本県の新型インフル
エンザに係る当面の対
応方針」の確認

○8月18日中国からの
関空到着便において、
同一旅程の集団から
複数の有症者のPCR
検査陽性となった濃厚
接触者2名の情報提供
有り。

○意見交換会を開催【公
開】
・接種対象者について
は、接種目的を明確に
すべき、との意見があ
り、「重症化予防・死亡
数の減少を目的とすべ
き」、という意見が大勢を
占めた。しかし、具体的
な対象者については、
様々な意見があった。
（医療従事者、妊婦、基
礎疾患患者、小児、健康
な若年層、リスク保有者
の家族等）
・輸入については、途上
国の寄付や安全性の担
保、感染の拡がりや重
篤度に応じて対応すべ
き、との意見があった。

8月21日 金 ○各衛生主管部局に
むけて。「新型インフル
エンザ(A/H1N1)に関す
る学校・保育施設等の
関係者との連携の強化
について（依頼）」が発
出され、各学校機関と
の連携を図り、適切な
助言を行うよう通知。

8月22日 土
8月23日 日
8月24日 月

○沖縄県で新型インフル
エンザ感染者の初の死亡

例の情報提供。

○「新型インフルエンザ
(A/H1N1)の流行入りを
迎えるに当たって」通
知

水8月19日

土8月15日

○「喘息等の基礎疾患
を有する者等の旅行等
での留意点について（8
月7日付け　対策本
部）」により、旅行や
キャンプ等の外出の際
の注意点等を、各保健
所・県医師会・県病院
協会・医大･日赤に通
知



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

8月25日 火 ○「感染症法施行規
則の一部改正につい
て」各保健所に通知
・８月２５日公布の日
から施行
・患者、無症状病原体
保有者、死亡した者
の死体をした場合に
ついて当面の間、医
師の届け出を要しな
い

○「新型インフルエンザ
(A/H1N1）に関する学
校・保育施設等の関係
者との連携の強化につ
いて」を各保健所に通
知。健康体育課から、
「新型インフルエンザ患
者発生時の学校の臨
時休業基準について」
各市町村教育委員会
等に通知。

○「新型インフルエンザ
(A/H1N1）に係る今後の
サーベイランス体制につ
いて」を発出し、7月24日
事務連絡を廃止。感染症
法第12条による医師の届
出を不要とした。さらに、イ
ンフルエンザ様疾患患者
の集団発生にPCR検査の
実施は不要であるが、7日
以内2名以上の患者が確
認された場合は継続する
こととした。（インフルエン
ザ入院サーベイランスに
おいて、入院患者につい
ては引き続き、保健所が
把握し、PCR検査を依
頼。）

8月26日 水 ○厚生労働大臣と関係
者の間で公開の意見交
換会を開催【公開】
・接種費用や補償の問
題等について、法改正を
含めて検討する必要性
についても言及。

8月27日 木 ○意見交換会を開催【公
開】
・ワクチン接種の目的と
して、重症化防止や死亡
数を減少することや、ワ
クチンの量が限られる場
合、優先接種対象者を
決めることについて合
意。
・輸入ワクチンについて
は、現時点で緊急性や
必要性があるかというこ
とや、安全性・有効性の
面で疑問視する意見が
多数を占めた。一方、国
内さんワクチンだけでは
高齢者を含めた場合、
優先接種対象者をカ
バーすることができない
という懸念もあげられ
た。

8月28日 金 ○「新型インフルエンザの流
行のシナリオ」を公表
○各都道府県に対して、①
入院診療を行う医療機関の
病床数等の確認・報告、②
地域の実情に応じて必要な
医療提供体制の確保対策
の実施などを要請。
○事務連絡「新型インフル
エンザ患者数の増加に向け
た医療提供体制の確保等に
ついて」を発出。
○入院診療を行う医療機関
の病床数等について確認及
び報告を求めるとともに、受
入医療機関の確保や重症
患者の受入調整機能の確
保等、地域の実情に応じて
必要な医療提供体制の確
保対策等を講じるよう求め
た。

8月29日 土
8月30日 日 ○「きのくに２１」で”県

民のみなさまへ”の内
容を放映

8月31日 月 ○「新型インフルエンザ
患者の増加に向けた医
療提供体制の確保等（8
月28日　対策本部）」によ
り、入院診療を行う医療
機関の病床数等の調査
を県医師会等に依頼。

○意見交換会を開催【非
公開・要旨公開】
・輸入ワクチンについて
は、免疫賦活剤が使用
されていること、投与経
路が日本と異なる筋肉
内注射であること、ﾉﾊﾞﾙ
ﾃｨｽ社製品についてはそ
の時点で他国での使用
実績がないMDCK細胞を
利用していることなどか
ら、輸入ワクチンに関す
る積極的な情報開示、
安全確保対策が求めら
れた。

9月1日 火 ○学級閉鎖措置報告
開始

○「集団インフルエンザ
様疾患発生報告」によ
り新型インフルエンザ
の学校等の措置状況
を報告があった日毎、
情報提供の開始。
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ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

9月2日 水 ○新型インフルエンザに
よるインフルエンザ脳症
が10例報告されることな
どから「インフルエンザ脳
症に係る注意喚起につ
いて（8月28日　対策本
部）」が発出され、各保健
所・県医師会・県病院協
会・医大･日赤・関係課に
注意喚起の通知。

○意見交換会を開催【非
公開・要旨公開】
・国内産ワクチンのみで
は優先接種対象者への
接種がカバーできないこ
とから、輸入についても
可能な限り情報提供す
ること、安全性に疑義が
あった場合使用を中止
する、等を条件に、輸入
が容認された。
・10mlﾊﾞｲｱﾙを製剤すれ
ば生産効率が向上する
ことから、1mlﾊﾞｲｱﾙ製造
ではなくできる限り10ml
ﾊﾞｲｱﾙ製剤で製造するこ
とも提案された。

9月3日 木 ○「学校でインフルエン
ザ感染者が発生した場
合の対応について」に
より健康体育課から各
県立学校・市町村教育
委員会に臨時休業等
の基準について通知。

9月4日 金 ○意見交換会を開催【非
公開・議論の結果を記者
会見で公開】
・ワクチン接種者順位や
輸入の方針に関する基
本方針案「新型インフル
エンザ(A/H1N1）ワクチ
ンの接種について（素
案）」を作成。パブリック
コメントを実施する旨の
確認。
○厚生労働大臣が閣議
後会見において、国内
産、輸入あわせて6千万
人分から7千万人分確保
したい旨を表明。

9月5日 土
9月6日 日 ○ワクチン接種の基

本的な考え方をパブ
リックコメントを実施
（9/6～13）

○ワクチンの接種順位
や輸入の方針に関する
基本方針案「新型インフ
ルエンザ(A/H1N1)ワク
チンの接種について（素
案）を作成し、パブリック
コメントを実施（9月6日
～13日）。→約3000人
（4000件）の意見があっ
た

9月7日 月
9月8日 火 ○新型インフルエン

ザ対策担当課長会議
・新型インフルエンザ
に関するワクチン接
種体制
・新型インフルエンザ
に関する医療体制
・新型インフルエンザ
に関するサーベイラ
ンス

○新型インフルエンザ対策
担当課長会議において、沖
縄県の感染症担当より「新
型インフルエンザに関する
沖縄県の現状と対策につい
て」と題し、沖縄県の取り組
みについて報告。

○新型インフルエンザ対
策担当課長会議で接種
事業の説明。①事業の
目的、②事業実施主体
の役割、③接種の優先
順位、④医療機関の選
定、⑤接種方法、⑥ワク
チンの配分と円滑な流
通の確保、⑦費用負担、
⑧接種の安全性の確認
と健康被害の補償、⑨
広報等

9月9日 水 ○意見交換会を開催【公
開】
・パブリックコメント中の
素案について説明。

9月10日 木 ○「新型インフルエンザ
患者の増加に向けた医
療提供体制の確保等（8
月28日　対策本部）」によ
り、入院診療を行う医療
機関の病床数等の調査」
の結果を報告。
・人工呼吸器　4７医療機
関　34９台
・9月25日公表

9月11日 金 ○WHOから、学校閉鎖
及び学級閉鎖について
社会福祉的問題を考
慮する必要があること
などの報告。

○「新型インフルエンザ
患者の増加に向けた医
療提供体制の確保等（8
月28日　対策本部）」によ
り、入院診療を行う医療
機関の病床数等の調査
結果」の報告（9月25日公
表）

○意見交換会を開催【公
開】
・パブリックコメント中の
素案について説明。

9月12日 土
9月13日 日
9月14日 月 ○意見交換会を開催【公

開】
・パブリックコメント中の
素案について説明。

9月15日 火 ○和歌山市内の私立
中学・高校で489名が
感染疑い
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検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

9月16日 水 ○和歌山市内の私立
高校において集団で発
生があったことから「イ
ンフルエンザ感染者発
生時の初期対応につ
いて（9月16日　健康体
育課）」を各県立学校
に通知するとともに同
様の通知を関係機関
から発出。

9月17日 木
9月18日 金 ○事務連絡を発出し、新

型インフルエンザ耐性ウイ
ルスの確認検査にかかる
実施要領、抗血清キットの
送付を受け、ウイルス
サーベイランスの一層の
体制整備を依頼。

○厚生労働科学特別研究
「秋以降の新型インフルエン
ザ流行における医療体制・
抗インフルエンザウイルス
薬の効果などに関する研
究」により、人工呼吸管理を
要した症例や脳症症例等、6
例を紹介する症例集の報
告。

○「国内における新型イ
ンフルエンザ症例集につ
いて（9月18日　対策本
部）」を各保健所に情報
提供。

○意見交換会を開催【公
開】
・パブリックコメント案に
対する基本方針を検討。
・基礎疾患の定義、新型
と季節性のインフルエン
ザワクチンの同時接種
についての方針を検討

○「新型インフルエンザ
ワクチンを接種する医
療従事者数の把握に
ついて（9月18日　結核
感染症課）」により、医
療従事者数の把握。

9月19日 土
9月20日 日 ○新型インフルエン

ザ対策講演会開催
講師：安井国立感染
症情報センター主任
研究員
場所：上富田文化会
館

9月21日 月
9月22日 火 ○「新型インフルエンザ耐

性ウイルスの確認検査に
かかる実施要領、抗血清
キットの送付」に係る通知
を各保健所・環境衛生研
究センターに通知。

9月23日 水
9月24日 木 ○「学校・保育施設等

の臨時休業の要請等
に関する基本的考え方
について」を発出。

○「集団インフルエンザ
様疾患発生報告」によ
り新型インフルエンザ
の学校等の措置状況
を報告があった日毎か
ら休日及び祭日は。

○意見交換会を開催【公
表】
・平成22年3月までに約
②，７００万人分の国内
産ワクチンが利用可能と
なると考えられる旨、製
造株の増殖性、実施の
接種状況及び1mlﾊﾞｲｱと
10mlﾊﾞｲｱﾙの製造比率
の調整等から出荷量が
変更される可能性があ
る旨、事務局から提示
し、国産ワクチンの確保
の方針が了承された。

9月25日 金 ○新型インフルエンザの
地域での拡がり方や医
師が抗インフルエンザウ
イルス薬による治療を必
要と認める場合には、迅
速検査やPCR検査は必
須ではないこと等を再度
周知をはかるため「新型
インフルエンザの診断と
治療について（9月18日
対策本部）」により周知

9月26日 土

9月27日 日

9月28日 月 ○厚生労働省から新
型インフルエンザワク
チン接種費用の券面措
置状況の調査依頼
・減免予定市町村数
３

9月29日 火 ○インフルエンザ脳症が
1全国で例の死亡を含む
24例の報告があり、今後
更に患者の増加が懸念
されることから、「インフ
ルエンザ脳症に関する情
報提供について（9月25
日　対策本部）」により、
各保健所・県医師会・県
病院協会・医大･日赤、
関係課に周知。



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

9月30日 水 ○第10回専門家諮問
委員会「基本的対処
方針について」「新型
インフルエンザ
(A/H1N1）ワクチン接
種の基本的方針につ
いて」
○新型インフルエン
ザ感染が拡大してい
ることから、大阪府か
ら関西鉄道協会・大
阪バス協会に対して
「新型インフルエンザ
の感染防止に関する
注意喚起について」
により協力依頼を実
施。

基本的対処方針改基本的対処方針改基本的対処方針改基本的対処方針改
訂訂訂訂
運用指針改定運用指針改定運用指針改定運用指針改定
新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ新型インフルエンザ
(A/H1N1)ワクチン接(A/H1N1)ワクチン接(A/H1N1)ワクチン接(A/H1N1)ワクチン接
種の基本方針策定種の基本方針策定種の基本方針策定種の基本方針策定

○「新型インフルエン
ザ(A/H1N1)ワクチン
接種の基本方針」策
定
○「基本的対処方針」
改訂
○「医療の確保、検
疫、学校・保育施設
等の臨時休業の要請
等に関する運用指針
（二訂版）」を決定

10月2日 金 ○新型インフルエン
ザ対策担当課長会議
を開催
・新型インフルエンザ
に関するワクチン接
種体制について

○「新型インフルエンザ
A/H1N1)ワクチン接種に
ついて」を厚生労働省か
ら公表
○新型インフルエンザ対
策担当課長会議で、優
先接種対象者、接種ス
ケジュール、基礎疾患を
有する者の定義、接種
費用、製造・流通並びに
広報及び相談等事業の
詳細を説明。

10月3日 土
10月4日 日
10月5日 月
10月6日 火 ○「新型インフルエンザ

ワクチン接種について」
により優先接種対象者
調査及びワクチン接種

10月7日 水 ○県内市町村保健所
新型インフルエンザ
対策担当者会議開催

○新型インフルエンザ
に係る予防接種担当
課長会議
・各市町村担当、各保
健所担当者出席
・医務課、難病・感染症
対策課、薬務課、危機
管理室

10月8日 木 ○「新型インフルエンザ
(A/H1N1）に係る今後の
サーベイランス体制につ
いて（改訂版）」を発出。イ
ンフルエンザ様疾患患者
の集団発生にPCR検査の
実施は不要であるが、医
療機関・社会福祉施設に
おいて、7日以内10名以上
の患者が確認された場合
とし、電話で速やかな連絡
を行う事象を死亡及び薬
剤耐性等の公衆衛生的
上、迅速な情報収集や対
応が必要と思われる場合
とした。

○「新型インフルエンザ
A/H1N1)ワクチン接種の
基本方針」を策定（新型
インフルエンザ対策本部
において決定）
・死亡者や重症者の発
生をできる限り減らすこ
と及びそのために必要な
医療を確保するという目
的に照らし、ワクチンの
確保・接種に向けた対策
を実施。
・国がワクチンを確保す
るとともに優先順位を設
定し、委託医療機関で接
種を行うなど、地方自治
体との役割分担のもと国
が主体となって事業を実
施。
・接種対象者に順次必
要なワクチンを供給でき
るようにするため、国内
産ワクチン2,700万人
分、輸入ワクチン5，００
０万人分程

○以下の考え方について示
した。
・慢性疾患等を有する定期
受診患者については、感染
機会を減らすため長期処方
を行うことや、発症時は電話
による診療でファクシミリ等
による抗インフルエンザウイ
ルス薬等の処方が出来るこ
と。
・夜間や休日の外来患者の
急激な増加に備えて、都道
府県等は、地域医師会と連
携して、救急医療機関の診
療を支援する等の協力体制
についてあらかじめ調整す
ること。
・患者数が増加し医療機関
の対応が困難な状況が予
測される場合には、公共施
設等の医療機関以外の場
所に外来を設置する必要性
について、都道府県等が地
域の特性に応じて検討す
る。

10月1日 木



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
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国 県 国 県 国 県 国 県 国 県
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ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

10月9日 金 ○フジテレビ系列の
「とくダネ」に足立政
務官が出演
・新型インフルエンザ
のワクチン接種につ
いて
医療機関リストの公
表に関して、優先接
種者以外への接種に
ついて発言

○国内産ワクチンが初めて
出荷されたことを踏まえ、各
都道府県の新型インフルエ
ンザワクチン担当部局に対
してワクチンの初出荷等に
ついての事務連絡を発出。
・10mlﾊﾞｲｱﾙ製剤の各受託
医療機関への供給にあたっ
て、原則として、集団的な接
種を行う医療機関、規模の
大きな医療機関等へ供給
し、1mlﾊﾞｲｱﾙ製剤につて
は、個人病院等で1日の接
種者数が少ないことが予想
される医療機関へ供給する
よう留意することとした。
（各回出荷の事務連絡にお
いて、継続的に注意喚起を
おこなった。）

○ワクチン接種の実費
負担の費用軽減に係
る情報提供を「平成21
年度新型インフルエン
ザのワクチンの実費負
担に係る費用軽減事
業交付要綱」により各
保健所を通じ各市町村
へ情報提供。

10月10日 土
10月11日 日
10月12日 月
10月13日 火 ○「新型インフルエンザ

(A/H1N1）に係る今後の
サーベイランス体制につい
て（改訂版）（10月8日　国
対策本部）」を各保健所・
県医師会・県病院協会・医
大･日赤・関係課室に通知
10月11日から順次移行
　クラスターサーベイラン
ス、インフルエンザ様疾患
発生報告、ウイルスサーベ
イランス、入院サーベイラ
ンス、インフルエンザサー
ベイランス

○実施要綱及び要領を
発出

10月14日 水

10月15日 木 ○「新型インフルエンザ
（A/H1N1)ワクチン接
種に関する事業実施要
綱の策定について（10
月13日　厚生労働省）」
を各保健所・県医師
会・県病院協会・医大･
日赤・関係課室に通知

10月16日 金 ○意見交換会を開催【公
開】
・国産ワクチンの健康成
人への1回接種後の結
果について議論。
・1回接種により有効な
抗体価が獲得できてい
ることから、健康成人、
妊婦、基礎疾患を有する
方の接種回数は1回、13
歳未満は2回接種とすべ
きとの意見が得られた。
○第2回出荷の事務連
絡において、必要量の
みが医療機関に納入さ
れ、納入されたワクチン
は確実に接種していただ
く必要があることから、
原則として、返品は認め
ない旨を明確にした。

○国からワクチンの流
通、購入価格について
情報提供あり。
○国から新型インフル
エンザワクチン接種回
数について情報提供あ
り。
○国から医療従事者
接種開始日の一覧公
表について情報提供あ
り。
　和歌山県　10月19日
開始予定

10月17日 土
妊婦への接種／季節妊婦への接種／季節妊婦への接種／季節妊婦への接種／季節
性・新型同時接種を容性・新型同時接種を容性・新型同時接種を容性・新型同時接種を容
認認認認

○薬事・食品衛生審議
会医薬品等安全対策部
会安全調査会において
添付文書の改訂方針を
決定。
・妊娠中は「接種しない
ことを原則」という表現を
削除し、「有益性が危険
性を上回る場合に接種
する」と改訂。
・季節性及び新型のイン
フルエンザワクチンにつ
いては、医師が必要と認
めた場合には、同時に
接種することができる旨
を添付文書に明記。

10月18日 日
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○「本県の新型インフル
エンザに係る当面の対

ワクチン接種開始ワクチン接種開始ワクチン接種開始ワクチン接種開始

・患者の搬送・受入調整
に係るコントロールセン
ター機能を整備し、重症
者等に対する入院医療
体制の確保
・10月19日より医療従事
者の新型インフルエンザ
ワクチンの接種開始、妊
婦や基礎疾患のある方
は、11月初旬以降の予
定

○ワクチン接種開始（国
内産ワクチン）
○意見交換会を開催【公
開】
・国産ワクチンの健康成
人への1回接種後の結
果について議論。
・健康成人を対象にした
今回の結果に基づい
て、他のカテゴリーに対
して評価することは不適
切、とし、２０～５０歳代
の医療従事者のみ1回
接種とすべき、との意見
があった。

10月20日 火 ○新型インフルエン
ザワクチン接種相談
窓口の広報（県民
チャンネル等）開始
○和歌山県新型イン
フルエンザ対策本部
関係ホームページの
変更

○定点医療機関報告
数が注意報レベルを
超える。

○国内産ワクチンの接
種回数を見直し
・20代から50代の「新型
インフルエンザの診療に
直接従事する医療従事
者」の接種回数が原則1
回となった。
○医療現場における
10mlﾊﾞｲｱﾙ製剤の取り
扱いを周知徹底するた
め、医療機関等に当該
製剤にかかる留意事項
など周知。

10月21日 水 ○新型インフルエンザ罹
患者の治癒証明書不要
や感染していない証明の
ためのＰＣＲ検査実施不
要等について、「新型イン
フルエンザによる外来患
者の急速な増加に対す
る医療体制確保について
（10月16日付け国対策本
部）」により、各保健所・
県医師会・県病院協会・
医大･日赤・関係課室に
通知

10月22日 木
10月23日 金
10月24日 土
10月25日 日
10月26日 月 ○（財）救急医療情報

センターに「コールセ
ンター機能」を整備

10月27日 火 ○健康危機管理専門
家会議開催

○第3回出荷の事務連
絡において、妊婦を対象
とした0.5mlシリンジ製剤
の出荷を開始すること、
その際の留意点等につ
いて各都道府県へ連
絡。

10月28日 水 ○国からの副反応の
報告状況について、関
係機関に情報提供。

10月29日 木 厚生労働省新型イン
フルエンザ対策推進
本部事務局が都道府
県等に接種スケ
ジュールの変更等を
要請

記者会見 ○「新型インフルエンザ
ワクチンの当面の接種
スケジュール等につい
て」を公表
・妊婦、
　基礎疾患を有する者の
うち
　・１才から小学校３年に
相当する年齢の者、
　・入院患者
　を前倒しで接種開始
（１０月３０日～）

○インフルエンザ定点
医療機関報告数が注
意報レベルを超えたこ
とから、資料提供する
とともに健康体育課か
ら県立学校等に注意喚
起を行う。

○第43週（10月19日から
25日）のインフルエンザ定
点医療機関からの患者報
告数が、1医療機関あたり
注意報レベルの１０を超
え、14.18となった。

○国からの「平成21年
度新型インフルエンザ
ワクチン接種助成事業
実施要綱の策定につ
いて案」の送付あり、各
保健所を通じ各市町
村、関係課室に情報提
供。

10月30日 金 ○妊婦、基礎疾患有す
る者のうち優先者の接
種開始

10月31日 土
11月1日 日
11月2日 月
11月3日 火
11月4日 水
11月5日 木
11月6日 金 ○小児の接種開始時期

の前倒しを都道府県に
依頼。

11月7日 土

新型インフルエンザ
対策
本部幹事会
（第５回）

○医療従事者へのワ○医療従事者へのワ○医療従事者へのワ○医療従事者へのワ
クチン接種開始クチン接種開始クチン接種開始クチン接種開始

○「ワクチン接種事業
に関する質問と回答に
ついて」国からの情報
を各保健所及び関係
課に情報提供。
○新型インフルエンザ
ワクチン相談窓口対応
（健康局）

10月19日 月 ○国内産ワクチンの
接種開始（医療従事
者から）
○「基本的対処方
針」、「医療の確保、
検疫、学校・保育施
設等の臨時休業の要
請に関する運用指
針」（国）の改正と「新
型インフルエンザワク
チンの基本方針」の
決定

危機管理監（議
長）、福祉保健部
長、福祉保健部技
監、各部主管課

長、出納室長、議
会総務課長、教育
総務課長、県警警
備課長、福祉保健
部技監、危機管理
室長、総合防災課
長、消防保安課

長、広報室長、医
務課長、難病・感染
症対策課長、薬務
課長、畜産課長

○新型インフルエン
ザワクチン電話相談
窓口設置



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

11月8日 日
11月9日 月 ○県内のインフルエンザ

の発生が注意報レベル
を超え患者の急速な増
加が懸念されることか
ら、医療機関に対して
「新型インフルエンザに
係る診療時間の延長に
ついて」により医務課か
ら協力依頼。

11月10日 火
11月11日 水 ○　国内産ワクチンの接

種回数を見直し
・健康成人の2回接種後
の国内臨床試験結果及
び海外の知見等から、
健康な成人は1回接種と
決定された。また、妊婦
及び基礎疾患を有する
方への接種について
は、海外の知見及び国
内の季節性インフルエン
ザワクチンのデータ等か
ら1回接種とした。妊婦に
ついては、進行中の臨
床試験の中間結果より
検証することとされた。

11月12日 木 厚生労働省新型イン
フルエンザ対策推進
本部事務局が都道府
県等に接種スケ
ジュールの変更等を
要請

記者会見 ○「新型インフルエンザ
ワクチンの第３回出荷に
ついて」を公表
　基礎疾患を有する者の
うち
　・最優先と医師が判断
した者
  ・小学校４年から中学
校３年に相当する年齢
の者
・幼児（１才～６才）
・小学校低学年（１～３
年）
  を前倒しで接種開始（１
１月１６日～）

11月13日 金 ○11月12日付け厚生
労働省発「平成21年度
新型インフルエンザワ
クチン接種助成費の国
庫補助について」を市
町村等に通知。

11月14日 土
11月15日 日
11月16日 月 ○幼児、小学校低学

年、基礎疾患を有する
者その他の者への接
種開始

11月17日 火 ○11月16日付け国対策
本部「我が国における新
型インフルエンザ
A/(H1N1)感染による重
症例の臨床的特徴につ
いて」により､関係者の情
報提供。

○第4回出荷の事務連
絡において、仮にすべて
の妊婦の方が同製剤の
接種を希望した場合で
あっても、当面の同製剤
の必要量を満たすものと
と考えられるため、産婦
人科等を優先した上で、
なお余裕がある場合に
は、他の診療科への流
通体制の整備の検討を
行うよう依頼。また、10ml
ﾊﾞｲｱﾙ製剤については、
12月28日が最後の出荷
となることを連絡。

11月18日 水
11月19日 木
11月20日 金 ○「新型インフルエンザの

発生動向～医療従事者向
け疫学情報～ver１」を情
報提供。

11月21日 土 ○医薬品等安全対策部
会安全対策調整会及び
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接
種後副反応検討会（合
同開催）を開催（11/21、
11/30、12/13、1/8）。

11月22日 日
11月23日 月 ○11月23日の週にお

ける定点医療機関報
告数が警報レベルを
超える

11月24日 火
11月25日 水
11月26日 木
11月27日 金
11月28日 土
11月29日 日



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向

対策本部会議等の開
催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
疫

国 県 国 県 国 県 国 県 国 県

月日
曜
日

ワクチン公衆衛生 サーベイランス 医療体制検疫関係（水際対策）
主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
動向

11月30日 月 ○医薬品等安全対策部
会安全対策調整会及び
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接
種後副反応検討会（合
同開催）を開催。

12月1日 火
12月2日 水
12月3日 木 ○第48週（11月23日から

29日）のインフルエンザ定
点医療機関からの患者報
告数が、1医療機関あたり
警報レベルの３０を超え、
30.30となった。

12月4日 金 ○「新型インフルエン
ザ予防接種による健
康被害の救済に関す
る特別措置法」が公
布。

○「新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防
接種による健康被害の
救済に関する特別措置
法」が公布。
・厚生労働大臣が行う新
型インフルエンザ予防接
種による健康被害の迅
速な救済をはかるととと
もに、必要な海外生産分
の輸入を行うため副作
用被害等に関する企業
への国の損失補償を実
施。

○12月1日付け国対策
本部「基礎疾患を有す
る者への適切な接種の
実施について」により、
基礎疾患のある方へ
のワクチン接種及び接
種後の処置等に留意
することを関係者に通
知。

12月5日 土
12月6日 日 ○一部市町村で集団

的接種実施が始まる。

12月7日 月
12月8日 火
12月9日 水
12月10日 木
12月11日 金
12月12日 土
12月13日 日 ○医薬品等安全対策部

会安全対策調整会及び
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接
種後副反応検討会（合
同開催）を開催。

12月14日 月 ○「新型インフルエンザ
(A/H1N1)に係る今後の
サーベイランス体制につ
いて（二訂版）」を発出。こ
の改訂により、クラスター
サーベイランスの報告対
象施設で、集計に負荷を
与えていた保育所の報告
を除いた。入院サーベイラ
ンスでは、報告対象をイン
フルエンザ様症状を呈す
る患者とし、ＰＣＲ検査に
ついては、死亡例又は重
症化した患者のみに限定
した。

12月15日 火 ○「新型インフルエンザ
（A/H1N1)ワクチン接種
の基本方針」を改定
・優先接種対象者以外
の者を含め、全国民に
対する接種費用負担の
軽減措置を可能とするよ
う指針を見直し。

12月16日 水 ○12月14日付け国対策本
部「新型インフルエンザ
(A/H1N1)に係る今後の
サーベイランス体制につい
て（二訂版）」を関係者に通
知。

○国内産ワクチンの接
種回数を見直す
・中高生の国内臨床試
験の中間報告を受け、
中校生に該当する方は1
回接種の方針となり、ま
た妊婦の臨床試験結果
から、1回接種で有効で
あるとの見解が得たれ
た。

12月17日 木
12月18日 金
12月19日 土
12月20日 日
12月21日 月
12月22日 火 ○12月16日付け国対策

本部「年末年始における
医療提供体制の確保に
ついて」により、関係機関
へ協力依頼

12月23日 水



Ｗ Ｈ Ｏ ・ 国 ・ 県 の 動 向
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催

関係部局 会議内容 対応 患者状況等
検
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主な出来事

県の動向国の動向・主な全国
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12月24日 木 ○「新型インフルエンザ暫
定サーベイランスシステム
（i-NESID)更改について」
を発出。新システムでのｉ
ＮＥＳＩＤ運用予定について
周知

12月25日 金 ○「新型インフルエンザの
発生動向～医療従事者向
け疫学情報～ver２」を情
報提供。

○「厚生科学審議会結
核感染症分科会予防接
種部会」を新たに設置し
開催（12/25、1/5、
1/27）
・新型インフルエンザの
予防接種法での位置づ
けや緊急時のワクチン
の確保と供給のあり方
等について検討。

12月26日 土 ○輸入ワクチンの特例
承認について、薬事・食
品衛生審議会医薬品第
二部会において審議。

12月27日 日
12月28日 月 ○全国衛生部長会か

ら「新型インフルエン
ザワクチンに関する
緊急要望」が厚生労
働大臣あてに要望。

○平成21年12月26日の
薬事・食品衛生審議会
医薬品第二部会の審議
結果についてパブリック
コメントを実施。
○都道府県に対し、「管
内受託医療機関におけ
る在庫状況等の調査に
ついて」を発出。

○1歳未満の小児の保
護者等への接種開始

12月29日 火
12月30日 水
12月31日 木
1月1日 金
1月2日 土
1月3日 日
1月4日 月 ○小学校高学年に相

当する年齢の者への
接種開始

1月5日 火
1月6日 水
1月7日 木
1月8日 金 ○医薬品等安全対策部

会安全対策調査会及び
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接
種後副反応検討会（合
同開催）を開催。

○中学生、高校生に相
当する年齢の者への
接種開始。

1月9日 土
1月10日 日
1月11日 月
1月12日 火
1月13日 水
1月14日 木
1月15日 金 ○ワクチンの健康成

人への接種開始を決
定

○薬事・食品衛生審議
会薬事分科会より輸入
ワクチンについて特例承
認して差し支えない旨の
答申。
（同答申を受けて、①
1/20付けで輸入ワクチ
ンについて特例承認を
行うこと、②健康成人へ
の接種開始（1/29出荷
分以降、都道府県の判
断で前倒し可）を決定）
○「厚生科学審議会結
核感染症分科会予防接
種部会」開催。

○高齢者（65歳以上）
の接種開始

1月16日 土
1月17日 日
1月18日 月 ○新システムでのiNESID

運用開始。保健所からの
入力も可能とした。

1月19日 火
輸入ワクチン承認輸入ワクチン承認輸入ワクチン承認輸入ワクチン承認
○輸入ワクチンを特例承
認。

1月21日 木
1月22日 金
1月23日 土
1月24日 日
1月25日 月 ○健康成人への接種

開始
1月26日 火
1月27日 水 ○「厚生科学審議会結

核感染症分科会予防接
種部会」開催。

1月28日 木
1月29日 金
1月30日 土
1月31日 日
2月1日 月
2月2日 火
2月3日 水
2月4日 木

水1月20日
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主な出来事
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動向

2月5日 金
2月6日 土
2月7日 日 ○新型インフルエン

ザ対策講演会開催講
師：安井国立感染症
研究所感染症情報セ
ンター主任研究員

2月8日 月 ○新型インフルエンザA
（H1N1)に係る国内産ワ
クチン第10回出荷及び
輸入ワクチン初回出荷
等のお知らせについて」
において、原則として、
返品は認めないが、今
後もワクチンの在庫、返
品偏在等を防ぎ、接種
事業の円滑な運用を行
う観点から、都道府県、
受託医療機関、卸業者
が十分調整のうえ、薬事
法に抵触しないよう医療
機関の融通等を認め
た。

2月9日 火
2月10日 水
2月11日 木
2月12日 金
2月13日 土
2月14日 日
2月15日 月
2月16日 火
2月17日 水
2月18日 木 ○都道府県宛事務連

絡、「今後の新型ｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻﾞA(H1N1)ワクチン出
荷等に関するお知らせ
について」において、今
後の出荷要望について
は、随時各都道府県か
ら個別の要望を踏まえて
対応することとした。

2月19日 金
2月20日 土
2月21日 日
2月22日 月
2月23日 火
2月24日 水
2月25日 木
2月26日 金
2月27日 土
2月28日 日
3月1日 月
3月2日 火
3月3日 水
3月4日 木
3月5日 金
3月6日 土
3月7日 日
3月8日 月
3月9日 火
3月10日 水
3月11日 木
3月12日 金
3月13日 土
3月14日 日
3月15日 月
3月16日 火
3月17日 水
3月18日 木
3月19日 金
3月20日 土
3月21日 日
3月22日 月
3月23日 火
3月24日 水
3月25日 木
3月26日 金

3月26日付事務連絡おい
て、クラスターサーベ
イランスについては次
の発生動向が上昇に転
じるまで休止となる。

3月27日 土
3月28日 日
3月29日 月
3月30日 火
3月31日 水


